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１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

当社は、過去の退職給付債務の計算に誤りがあり当社の退職給付に係る負債又は退職給付引当金を過小に計上して

いることが判明し、過去に提出いたしました有価証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表並びに四

半期連結財務諸表の退職給付引当金等の修正、及びその他重要性の観点から修正を行わなかった事項の修正を行うこ

とといたしました。

これらの決算訂正により、当社が平成29年８月10日に提出いたしました第116期第１四半期(自 平成29年４月１日

至 平成29年６月30日)に係る四半期報告書の一部を訂正する必要が生じましたので、金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するものです。

なお、訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けており、

その四半期レビュー報告書を添付しています。

２ 【訂正事項】

第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４ 経理の状況

２. 監査証明について

１ 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(2) 四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書

注記事項

(追加情報)

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

(セグメント情報等)

(１株当たり情報)

３ 【訂正箇所】

訂正箇所は 線を付して表示しています。なお、訂正箇所が多数に及ぶことから上記の訂正事項については、訂

正後のみを記載しています。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

いません。

２．売上高には、消費税等は含まれていません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在していないため記載していませ

ん。

回次
第115期

第１四半期
連結累計期間

第116期
第１四半期
連結累計期間

第115期

会計期間
自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日

自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日

自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日

売上高 (千円) 4,242,475 4,200,907 17,377,142

経常利益 (千円) 140,707 153,155 626,915

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(千円) 79,387 88,819 314,392

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 15,495 77,165 682,007

純資産額 (千円) 16,824,422 17,354,788 17,436,891

総資産額 (千円) 26,895,588 27,787,459 27,229,101

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 2.52 2.84 10.00

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 62.0 61.9 63.5
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

－3－



第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われていません。

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 財政状態

当第１四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ５億58百万円増加の277億87百万円となりま

した。これは主に流動資産その他(未収入金)の増加によるものです。

負債合計は、前連結会計年度末に比べ６億40百万円増加の104億32百万円となりました。これは主に流動負債そ

の他(設備関係支払手形)の増加によるものです。

純資産合計は、前連結会計年度末に比べ82百万円減少の173億54百万円となりました。これは主に配当金の支払

による利益剰余金の減少によるものです。

(2) 経営成績

当第１四半期連結累計期間におけるわが国の経済は、企業収益や雇用・所得環境の改善が続くなど緩やかな回復

基調が続く一方で、海外経済の地政学的リスクの顕在化による影響を受ける懸念などもあり、引き続き先行きに留

意が必要な状況で推移しました。

当社はこのような情勢のもと、営業部門を改編し、コンパクトな組織を編成することにより得意先に向けたサー

ビス体制の強化を図りました。また、生産部門は、グループ内の商業輪転印刷部門の生産工場の集約を行うことに

より、生産性向上及びコスト削減を図っています。生産設備面では、ラベル用生産設備の拡充を行うとともに、前

期に引き続き品質を一層向上させるための検査の機械化を進めています。電子部品製造事業においては、従来のＩ

ＴＯに代わる新素材を使ったメッシュパターンの量産化に向けた開発を行っています。

この結果、当第１四半期連結累計期間の売上は42億円(前年同期比1.0％減)となりましたが、固定費の減少によ

り、損益面では営業利益１億30百万円(前年同期比21.1％増)、経常利益１億53百万円(前年同期比8.9％増)、親会

社株主に帰属する四半期純利益88百万円(前年同期比11.9％増)となりました。

セグメント別の業績を示すと次のとおりです。

①  印刷事業

配送用伝票の売上増加はありましたが、新聞関連や宣伝用印刷物の売上減少があり、売上高は37億24百万円

(前年同期比4.4％減)、セグメント利益(営業利益)72百万円(前年同期比11.0％減)となりました。
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②  電子部品製造事業

車載用静電容量タッチパネル製品の市場拡大及び移動体通信市場の成長に伴う水晶振動子関連の冶具の売上増

加により、売上高は３億96百万円(前年同期比45.9％増)、セグメント損失(営業損失)は24百万円(前年同期は56

百万円の損失)となりました。

③  不動産賃貸等事業

売上高は１億10百万円(前年同期比3.1％減)、セグメント利益(営業利益)は82百万円(前年同期比1.2％減)とな

りました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

(4) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費の総額は24,627千円です。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

(注) 平成29年６月29日開催の第115回定時株主総会において、株式併合に関する議案が承認可決されています。これ

により、株式併合の効力発生日(平成29年10月１日)をもって、発行可能株式総数は9,947,800株となります。

② 【発行済株式】

(注) 平成29年６月29日開催の第115回定時株主総会において、平成29年10月１日をもって、定款に定める単元株式数

を1,000株から100株に変更する旨の決議を行い、承認可決されています。

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 99,478,000

計 99,478,000

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成29年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成29年８月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 31,634,203 31,634,203
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数は1,000株です。

計 31,634,203 31,634,203 ― ―
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(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。

(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日(平成29年３月31日)に基づく株主名簿による記載をしています。

① 【発行済株式】

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式217株が含まれています。

② 【自己株式等】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成29年４月１日～
平成29年６月30日

― 31,634,203 ― 5,607,886 ― 4,449,556

平成29年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

普通株式 376,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

31,210,000
31,210 ―

単元未満株式
普通株式

48,203
― ―

発行済株式総数 31,634,203 ― ―

総株主の議決権 ― 31,210 ―

平成29年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
光村印刷株式会社

東京都品川区大崎１－15
－９

376,000 ― 376,000 1.19

計 ― 376,000 ― 376,000 1.19
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２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号。)に基づいて作成しています。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けています。

なお、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出していますが、訂

正後の四半期連結財務諸表について、有限責任監査法人トーマツにより四半期レビューを受けています。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,793,969 2,976,058

受取手形及び売掛金 3,025,305 3,146,831

製品 306,615 291,292

仕掛品 420,588 386,912

原材料及び貯蔵品 110,637 103,878

その他 229,911 468,917

貸倒引当金 △2,000 △2,000

流動資産合計 6,885,028 7,371,889

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 6,857,895 6,773,909

機械装置及び運搬具（純額） 2,562,591 2,713,595

土地 2,957,808 2,957,808

リース資産（純額） 1,557,037 1,744,851

その他（純額） 276,834 133,025

有形固定資産合計 14,212,167 14,323,189

無形固定資産 125,261 115,717

投資その他の資産

投資有価証券 5,305,056 5,266,234

退職給付に係る資産 427,825 436,154

その他 379,374 379,834

貸倒引当金 △105,614 △105,562

投資その他の資産合計 6,006,643 5,976,662

固定資産合計 20,344,073 20,415,570

資産合計 27,229,101 27,787,459
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成29年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成29年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 1,889,369 1,969,715

短期借入金 1,560,000 1,560,000

1年内返済予定の長期借入金 314,000 314,000

リース債務 335,517 362,096

未払法人税等 97,044 56,349

賞与引当金 169,374 46,743

その他 1,005,671 1,610,759

流動負債合計 5,370,976 5,919,663

固定負債

長期借入金 1,099,000 1,020,500

リース債務 1,375,665 1,554,457

役員退職慰労引当金 25,295 25,445

退職給付に係る負債 1,350,781 1,349,297

その他 570,491 563,305

固定負債合計 4,421,233 4,513,006

負債合計 9,792,210 10,432,670

純資産の部

株主資本

資本金 5,607,886 5,607,886

資本剰余金 4,449,556 4,449,556

利益剰余金 5,815,386 5,747,915

自己株式 △117,237 △117,415

株主資本合計 15,755,592 15,687,943

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 1,660,944 1,633,851

退職給付に係る調整累計額 △135,034 △124,287

その他の包括利益累計額合計 1,525,910 1,509,563

非支配株主持分 155,388 157,281

純資産合計 17,436,891 17,354,788

負債純資産合計 27,229,101 27,787,459
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

売上高 4,242,475 4,200,907

売上原価 3,447,455 3,341,736

売上総利益 795,020 859,171

販売費及び一般管理費 687,031 728,345

営業利益 107,989 130,825

営業外収益

受取利息 46 33

受取配当金 41,130 41,419

受取家賃 3,419 3,306

その他 18,388 4,904

営業外収益合計 62,984 49,664

営業外費用

支払利息 22,114 18,587

売上割引 7,101 6,499

その他 1,050 2,247

営業外費用合計 30,266 27,334

経常利益 140,707 153,155

特別損失

固定資産売却損 - 4,384

固定資産除却損 9,045 5,360

特別損失合計 9,045 9,745

税金等調整前四半期純利益 131,661 143,409

法人税、住民税及び事業税 49,142 54,067

法人税等調整額 △1,841 △4,169

法人税等合計 47,301 49,898

四半期純利益 84,360 93,511

非支配株主に帰属する四半期純利益 4,973 4,692

親会社株主に帰属する四半期純利益 79,387 88,819
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

四半期純利益 84,360 93,511

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △71,535 △27,092

退職給付に係る調整額 2,670 10,746

その他の包括利益合計 △68,865 △16,346

四半期包括利益 15,495 77,165

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 10,522 72,473

非支配株主に係る四半期包括利益 4,973 4,692
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【注記事項】

(追加情報)

株式併合及び単元株式数の変更

当社は、平成29年６月29日開催の第115回定時株主総会において、平成29年10月１日を効力発生日とする株式併

合(普通株式10株につき１株の割合で併合)及び単元株式数の変更(1,000株を100株に変更)に係る議案が承認可決

されました。これにより、当社の発行済株式総数は31,634,203株から3,163,420株となる見込みです。

１株当たり情報に及ぼす影響

当該株式併合が前連結会計年度の期首に実施されたと仮定した場合の、前第１四半期連結累計期間及び当第１

四半期連結累計期間における１株当たり情報は次のとおりです。

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成していません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費(のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。)及びのれんの償却額は、次

のとおりです。

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益 25円24銭 28円42銭

前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

減価償却費 334,776千円 248,683千円

のれんの償却額 6,746 6,746
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(株主資本等関係)

前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．配当金支払額

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日後

となるもの

該当事項はありません。

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成28年６月29日
定時株主総会

普通株式 157,296 5.00 平成28年３月31日 平成28年６月30日 利益剰余金

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年６月29日
定時株主総会

普通株式 156,289 5.00 平成29年３月31日 平成29年６月30日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成28年４月１日 至 平成28年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注)  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(注)  セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っています。

(単位：千円)

報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)印刷

電子部品
製造

不動産賃貸等 計

売上高

外部顧客への売上高 3,894,073 271,953 76,448 4,242,475 ― 4,242,475

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 37,329 37,329 △37,329 ―

計 3,894,073 271,953 113,778 4,279,804 △37,329 4,242,475

セグメント利益又は
損失(△)

81,724 △56,898 83,162 107,989 ― 107,989

(単位：千円)

報告セグメント

調整額

四半期連結
損益計算書
計上額
(注)印刷

電子部品
製造

不動産賃貸等 計

売上高

外部顧客への売上高 3,724,038 396,885 79,984 4,200,907 ― 4,200,907

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― 30,245 30,245 △30,245 ―

計 3,724,038 396,885 110,230 4,231,153 △30,245 4,200,907

セグメント利益又は
損失(△)

72,710 △24,024 82,139 130,825 ― 130,825
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は次のとおりです。

(注) １．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在していないため、記載していません。

項目
前第１四半期連結累計期間
(自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年６月30日)

１株当たり四半期純利益 ２円52銭 ２円84銭

  (算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(千円) 79,387 88,819

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
(千円)

79,387 88,819

普通株式の期中平均株式数(千株) 31,459 31,257
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(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

光村印刷株式会社

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている光村印刷株式会

社の平成29年４月１日から平成30年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間(平成29年４月１日から平成

29年６月30日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成29年４月１日から平成29年６月30日まで)に係る訂正後の四半期連

結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、光村印刷株式会社及び連結子会社の平成29年６月30日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

その他の事項

四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。な

お、当監査法人は、訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成29年８月10日に四半期レビュー報告書を提出した。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

平成30年６月７日

代表取締役社長 阿部 茂雄 殿

有限責任監査法人 トーマツ

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 中 原 健 ㊞

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 加 藤 克 彦 ㊞

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。




